




















れた事例を把握しているのは30大学（68. 2 ％）及び183校園（７0. 4 ％）である一方，教育委員会側は19教委
（30.2％）しか把握していない。多くの附属学校が研究成果を研究紀要等の形でまとめて教育委員会等に提供
しているが，研究テーマ自体が汎用性に欠けるものや，記述が詳細である一方でポイントが端的にわかり
やすくなっていないものなど，地域の公立学校にとって活用しにくいものが多い現状がある。結果として，
附属学校の教員がかける膨大な労力と時間の割に，その研究成果が地域や全国で十分に生かされていない。
本研究紀要論文は広島大学学術情報リポジトリ（HiR）に登録されており， 3 ヶ月毎のアクセス閲覧記録に
よれば，各論文は相応の「成果の還元」を果たしていると判断される。したがって，「研究成果が地域や全
国で十分に生かされていない」かどうか，それを教育委員会側の把握状況だけで判断するのはやや乱暴かと
も思うが，指摘には「中等教育」の「研究」「紀要」として自戒とすべきものがあろう。
　本研究紀要は今号で64号となる。64年間にわたる本校教員の「膨大な労力と時間」は，本誌を中等教育に
かかわるすべての教員との語らいの場とすることに向けられてきたのであって，それは今後にも続く願いで
ある。この〝語らいの場〟に多くの方々がご参加いただき，「汎用性」「わかりやすさ」「活用」をめぐる対
話，討議の agora が開かれることを期待したい。
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